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１．「中小企業退職金共済制度加入促進強化月間」について 

 

 独立行政法人勤労者退職金共済機構では、中小企業退職金共済制度（中退共制度）の一層の加入

促進を図るため、本年も１０月１日から１０月３１日までの期間を「中小企業退職金共済制度加入

促進強化月間」として、集中的な広報活動及び加入促進活動を展開することとしております。 

  

詳しくは独立行政法人勤労者退職金共済機構のホームページをご覧ください。また、中退共制度

の概要や仕組み、手続き等を解説する動画も同ホームページ上でご覧いただけます。 

 

★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★ 

２．１０月は年次有給休暇取得促進期間です 

あなたの会社は、年次有給休暇が取りにくくなっていませんか？ 

 

 政府は官民一体となって、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」の実現を進めてい

ます。「仕事と生活の調和推進のための行動指針（平成２２年６月改定）」では、２０２０年までの

数値目標として年次有給休暇取得率７０％が掲げられているところですが、直近で取得率は４７．

１％（平成２４年）と達成に向けて厳しい状況にあり、これらの目標の達成に向けて、さらなる社

会的気運の醸成に積極的に取り組むことが重要と考えています。 

 いい仕事をするために年次有給休暇を取りましょう。また、来年（年度）の勤務体制を決定する

際には、年次有給休暇を利用した連続休暇や計画的付与について労使で話し合いましょう。 

 

問合せ先：岐阜労働局労働基準部監督課 電話 ０５８-２４５-８１０２ 

 

★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★ 

３．平成２６年７月１日から、改正「男女雇用機会均等法施行規則」等が施行されました 

 

 厚生労働省では、平成１８年の男女雇用機会均等法改正時の検討規定に基づき、今後の男女雇用



均等対策について、労働政策審議会雇用均等分科会において審議を行い、これを踏まえ、平成２５

年１２月２４日、男女雇用機会均等法施行規則の一部を改正する省令等を公布しました。 

 この改正では、間接差別となり得る措置の範囲の見直し、性別による差別事例の追加、セクシュ

アルハラスメントの予防・事後対応の徹底のためのセクハラ指針の見直し、コース等雇用管理につ

いての指針の制定等が行われ、平成２６年７月１日より施行されました。 

 

お問合せ先 岐阜県労働局雇用均等室 電話 ０５８－２４５－１５５０ 

 

★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★ 

４．大雨災害に関するお知らせ 

 

 高山市では、８月１６日から１７日にかけての大雨により被災された皆様を支援するさまざまな

制度を設けています。 

■被災された方への支援情報 

 ○り災証明書の発行 

･･･福祉課：0577-35-3356 

 ○水道料の減免 

･･･上水道課：0577-35-3149 

○ごみ処理手数料等の減免 

･･･資源リサイクルセンター：0577-35-1244 

 ○市税の減免等 

･･･税務課：0577-35-3136 

○国民健康保険料・後期高齢者医療保険料の減免等 

･･･市民課：0577-35-3495 

○介護保険料の減免等 

･･･高年介護課：0577-35-3178 

○保育料の減免 

･･･子育て支援課：0577-35-3140 

 ○各種融資制度 

･･･商工課：0577-35-3144、農務課･･･0577-35-3141 

○災害見舞金制度 

･･･福祉課：0577-35-3356 

 ○各種証明書取得の手数料の減免 

･･･税務課・市民課・都市整備課：0577-35-3159 

○浸水した被災家屋等の消毒 

･･･健康推進課：0577-35-3160 

 ○その他災害に関する総合窓口 

･･･危機管理室：0577-35-3345 



 

詳しくは高山市ホームページをご覧ください。 

http://www.city.takayama.lg.jp/kikikanri/20140817ooamesien.html 

 

 

 

************** メールマガジンの配信中止・アドレス変更 ***************  

配信中止・アドレス変更を希望される場合は、下記の要領でメールにてご連絡ください。 

タイトル：【メールマガジン配信中止】又は 

【メールマガジン配信先 アドレス変更】 

本  文：事業所・団体名、氏名 

アドレスを変更する場合は、新・旧アドレス 

送 信 先：rousei555@city.takayama.lg.jp までご連絡ください。 


